
１5．その他 居宅介護支援重要事項説明書
＜令和 ８ 年 ７ 月 １ 日　現在 ＞

令和 年 月 日

１．当事業所が提供するサービスについての相談窓口

  居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて

重要な事項を説明しました。 電話 ０９２０－８８－２１２３　（午前８時４５分～午後５時３０分まで）

事業者 ＊ ご不明な点は、何でもお尋ねください。

所在地 対馬市豊玉町仁位９４番地５

名称 社会福祉法人　対馬市社会福祉協議会

会長 多田　満國 印 ２．対馬市社会福祉協議会　居宅介護支援事業所の概要

説明者 （１） 居宅介護支援事業所の指定番号およびサービス提供地域

所属 対馬市社会福祉協議会　居宅介護支援事業所 対馬市社会福祉協議会　居宅介護支援事業所

氏名　　　 印 対馬市峰町三根２９番地

 居宅介護支援               （長崎県　　４２７２００００６０号）

対馬市内の区域

  私は、契約書および本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要事項の説明をうけ、

その内容について同意し、交付を受けました。 （２） 同事業所の職員体制 

住所 対馬市

氏名 印

住所 対馬市

氏名 印

（３） 営業時間

午前８時４５分～午後５時３０分

緊急時

休業　

３．居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れと主な内容

　要介護者等からの相談に応じ、及び要介護者等が、その心身の状況や置かれている環境等に

応じて、本人や家族の意向等を基に、居宅サービスを適切に利用できるよう、サービスの種類、

内容等の計画を作成するとともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者、

介護保険施設等との連絡調整その他の便宜の提供を行う。

４．利用料金

（１） 利用料

  要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はありません。

保険料の滞納等により、法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき要介護度に応じて

下記の金額をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。

このサービス提供証明書を後日対馬市の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。

（要介護１～２）  １０，８６０ 円   

（要介護３～５）  １４，１１０ 円   

※　事業所の体制について、職員の有する資格が該当する場合には、上記の金額に

　 　別途特別地域加算（対馬地域「離島」は１５％）及び特定事業所加算Ⅱ(4,210円）が加算されます。　 　別途特別地域加算（対馬地域「離島」は１５％）及び特定事業所加算Ⅱ(4,210円）が加算されます。

居宅介護支援に関する業務

主任介護支援専門員

1名以上

平日

事     業     所    名

所        在       地

介護保険指定番号

サービスを提供する地域

ー

ー1名以上

非常勤利用者

ー

(代理人)

介護支援専門員 3名以上

土・日・祝祭日・１２/２９～１/３迄　　
即座の対応が必要な場合は固定電話からの転送にて受付

営業時間外

地域包括ケアシステムの推進、多職種連携の促進

管理者 事業所の管理・運営全般

職　　　　　種 業　　務　　内　　容 常　　勤

居宅介護支援に関する業務、ケアマネジャーの育成・指導



１０．ハラスメント対策

（２） 解約料

[ 請求しない場合 ]　　 利用者はいつでも契約を解約することができ、一切料金はかかりません。

５. 秘密保持

　事業者、介護支援専門員および事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得た利用者

およびその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も

同様です。 （３）サービス提供の一時中断

（４）関係機関との連携による対応

６．当事業所の居宅介護支援の特徴等

（１） 運営の方針

　利用者が、要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう配慮して行う。 １１．事業継続計画の策定等について

　利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健  感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施、及び非常時の

医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から、総合的かつ配慮して行う。 体制で早期の業務再開を図るための計画(事業継続計画)を策定し、当該事業継続計画に従って必要な

　利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される居宅サービス 措置を講じます。

等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行う。 　事業所内で、事業継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。

　利用者との契約にあたり、利用者やその家族に対して、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス 　定期的に事業継続計画の見直しを行い、必要に応じて事業継続計画の変更を行います。

事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であること。また、その事業所をケアプランに

位置付けた理由を求めることが可能であることを、利用者やその家族に説明を行う。 １2．事故発生時の対応方法

　本事業所の運営にあたっては、関係市町村、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援 　サービスの提供中に利用者の病状に急変あった場合は、速やかに消防署、主治医等に連絡をとり

事業者、指定居宅サービス事業者等、介護保険施設及び関係機関との連携に努める。 早急な対応を図ります。なお、親族、サービス事業者等にも早急に連絡をいたします。

（２） 居宅介護支援の実施概要等 １3．サービス内容に関する相談、苦情処理の体制・手順

　ケアマネジメント実践記録様式（日本社会福祉士会方式）   当事業所は、利用者の相談、苦情に対する窓口を設置し、居宅介護支援に関する利用者の要望、苦情

　居宅サービス計画ガイドライン（全国社会福祉協議会方式） に対して迅速に対応いたします。苦情受付担当者は、苦情の内容、苦情申出人の希望等、第三者委員の

　ミニマムデータ、セット、ホームケア、クライエント、アセスメント、プロトコル（MDS-HC、CAPｓ） 報告の要否、苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いに対する第三者の助言・立会いの要否について

確認し、苦情解決責任者に報告します。第三者委員の立会いのもと協議を行う必要がある場合は、苦情

（３） サービス利用のために 内容の確認、解決案の調整や助言、協議の結果や改善事項等の書面での記録を行います。

①居宅介護支援事業所

対馬市社会福祉協議会 居宅介護支援事業所　　　電話 ０９２０－８８－２１２３

　　・介護支援専門員への研修の実施 根津　泉

苦情解決責任者　対馬市社会福祉協議会　事務局長　龍井　久美

第三者委員　　　　対馬市社会福祉協議会　第三者委員　杉原　要　　日髙　光博

②行政機関その他の苦情受付機関

当事業所以外に、区市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。

７．虐待の防止について

　虐待の発生又はその再発を防止するため、虐待防止のための規程を整備し、研修を定期的に実施 対馬市地域包括支援センター 電話　０９２０－５８－１１１８

します。 対馬市保健部長寿介護課 電話　０９２０－５８－１１１８

長崎県国民健康保険団体連合会 電話　０９５－８２６－７２９１

８．感染症等の防止のための措置 長崎県社会福祉協議会運営適正化委員会 電話　０９５－８４６－８６００

　事業所内の衛生管理、介護ケアにかかる感染対策を行い、感染症等の予防に努めます。

発生時の対応については規程を整備し、研修及び訓練を行います。 １4．当事業所の概要

名称・法人種別 社会福祉法人　　対馬市社会福祉協議会

９．身体拘束等の禁止 代表者役職・氏名 会長 多田　満國

　原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束を行わないことを約束します。 本所所在地・電話番号 長崎県対馬市豊玉町仁位９４番地５

　ただし、緊急やむを得ない理由により拘束をせざるを得ない場合には事前に利用者及びその家族 事業所数等 居宅介護支援 １ヵ所

へ十分な説明を行い、同意を得るとともに、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況及び 訪問介護 ２ヵ所

緊急やむを得ない理由について記録します。 訪問入浴介護 １ヵ所

有無事  項

ケアマネジメント実践記録様式、MDS－HC、CAPｓ
居宅サービス計画ガイドライン

○ 年１回 以上実施しています

　　・介護支援専門員の変更 ○

備   考

無　料

　　・その他 ○ 関係機関との連絡会議等

変更を希望される方はお申し出ください

　　・調査（課題把握）の方法 ○

　　・契約後、居宅サービス計画の作成
　  ・段階途中でお客さまのご都合により
　　 解約した場合の解約料

○

　事業所は、職員の安全確保及び適切なサービス提供の継続のため、ハラスメントの防止に取り組み
ます。利用者またはその家族等が、事業所の職員に対して行う暴言、暴力、威圧的言動、過度な要
求、長時間の拘束、嫌がらせ、誹謗中傷、セクシャルハラスメント等の行為については、不適切な行
為とします。

　上記対応を行っても改善が見られない場合または職員の安全確保が困難であると判断した場合に
は、サービス提供の制限または契約の解除を行うことがあります。なお、その際は利用者の不利益と
ならないよう、関係機関と連携し必要な支援の継続に配慮します。

苦情受付担当者　対馬市社会福祉協議会　居宅介護支援事業所　管理者　

　これらの行為が認められた場合には、次の対応を行うことがあります。

（１）当該行為の中止及び是正

（２）サービス提供方法の変更または提供時間の短縮


